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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

第１四半期連結
累計期間

第13期
第１四半期連結
累計期間

第12期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 23,512 21,768 101,797

経常利益 （百万円） 844 678 6,162

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 546 368 2,489

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 574 373 2,460

純資産額 （百万円） 41,953 43,301 43,833

総資産額 （百万円） 113,914 118,237 119,851

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 1.81 1.22 8.25

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 36.7 36.7 36.6

（注）１．四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としている。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。

 

EDINET提出書類

日本コークス工業株式会社(E00030)

四半期報告書

 2/19



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

　　した事業等のリスクについての重要な変更はない。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものである。

　なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としている。

 

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、景気は緩やかな回復基調が続き、企業収益や設備投資について

も持ち直しの動きが見られたが、海外景気の下振れリスクが依然として存在する状況で推移した。

このような状況のもと、当社グループの業績は、主力のコークス事業において、原料炭価格の下落等の影響を受け

て販売価格が下落したことなどにより、当第１四半期連結累計期間の連結売上高は、前年同期比17億４千３百万円減

少の217億６千８百万円となった。利益面では、コークスの販売数量が減少したこと、また割高な原料炭在庫を使用

した影響などにより、連結営業利益は、前年同期比１億７千６百万円減少の９億１千５百万円、連結経常利益は、前

年同期比１億６千６百万円減少の６億７千８百万円となった。

なお、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前述の理由のほか、法人税等の影響により、当第１四半期連結累計

期間は、前年同期比１億７千７百万円減少の３億６千８百万円となった。

 

　（セグメントの概況）

　コークス事業については、前述の理由などにより、売上高は、前年同期比16億７千１百万円減少の120億６千９

百万円、営業利益は、前年同期比３億８千２百万円減少の６億２千万円となった。

　燃料販売事業については、売上高は、前年同期比７億７千１百万円減少の63億５千４百万円、営業利益は、前年

同期比３千４百万円増加の５億６千９百万円となった。

　総合エンジニアリング事業については、売上高は、前年同期比８億円増加の20億１千６百万円、営業利益は、４

千８百万円（前年同期は１億６千２百万円の営業損失）となった。

　その他については、売上高は、前年同期比１億円減少の13億２千８百万円、営業利益は、前年同期比６千６百万

円減少の９百万円となった。

 

(2) 財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、1,182億３千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ16億１千３百万

円減少となった。増減の主なものは、商品及び製品の増加18億８千万円、現金及び預金の増加６億６千３百万円、受

取手形及び売掛金の減少39億２千３百万円等である。

　当第１四半期連結会計期間末の負債は、749億３千６百万円となり、前連結会計年度末に比べ10億８千１百万円減

少となった。増減の主なものは、長期借入金の増加55億４千３百万円、流動負債その他の減少47億９千７百万円、支

払手形及び買掛金の減少８億５千４百万円、未払法人税等の減少７億２千３百万円等である。

　当第１四半期連結会計期間末の純資産は、27年３月期の配当金などにより、前連結会計年度末に比べ、５億３千２

百万円減少の433億１百万円となった。

 

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題はない。

 

(4) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間に支出した研究開発費の総額は、２千９百万円である。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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(5) 経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し

　これまで当社グループの収益を支えてきたコークス事業の環境は、国内景気の回復によって国内高炉メーカーの粗

鋼生産が底堅く推移するものの、原料炭価格の下落、中国経済の減速による安価な中国産コークスの輸出増加など、

足下では厳しい状況に陥っている。

　更に、中長期的には東南アジア地区での新規製鉄所の建設が進んでいることから、東アジア地区の鉄鋼業界の競争

が厳しくなり、その余波を受ける懸念も生じている。

　このような経営環境のなかで、従前と同じ収益を維持・拡大するためには、以下の課題の克服が不可欠と認識して

いる。

　基幹事業であるコークス事業については、マーケット対応力の強化と収益体質の確立が課題であり、そのため、　

①製造原価の大半を占める原料炭コストについて、「原料炭調達ソースの多様化・分散化」、「原料炭最適配合（低

品位炭の活用拡大）の継続的な取り組み」等によりコスト削減のための施策を実施、②競争力強化のための収益改善

投資、安全・安定操業のための老朽更新投資等の継続実施、③コークス工場の高稼働率維持、④競争力あるコークス

工場を作り上げるための業務全般の見直し、等を推し進めていく。

　また、非コークス事業による多面的な利益構造への転換のため、①総合エンジニアリング事業の事業基盤の安定・

拡大、②燃料販売事業の拡販・シェア拡大、③グループ各社の収益力の強化、等を推し進めていく。

　これらの課題の克服を通じて、収益力を強化し、事業収益による財務体質の更なる充実を図る。

 

(6) 資本の財源および資金の流動性についての分析

　当社グループの主な資金需要は、設備投資、原材料・商品等の仕入代金の支払、販売費および一般管理費の支払、

借入金の返済、社債の償還および法人税等の支払等である。

　当社グループは、事業活動に必要な資金を、営業活動によるキャッシュ・フロー、借入金によって継続的に調達す

ることが可能であると考えている。

　また、当第１四半期連結会計期間末現在、短期借入金（１年以内に返済予定の長期借入金を含む）の残高は297億

２千万円、長期借入金の残高は140億９千６百万円である。

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について

　当社グループは、主力であるコークス事業のより一層の競争力強化と、多面的な利益構造への転換による更なる財

務体質強化をはかるとともに、主要株主かつ主要な取引先である新日鐵住金株式会社および住友商事株式会社との提

携関係を強化し、当社の収益および経営の安定化を実現することで、企業価値の一層の向上を目指していく方針であ

る。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,080,000,000

計 1,080,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式  302,349,449  302,349,449
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計  302,349,449  302,349,449 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　　該当事項はない。

 

（４）【ライツプランの内容】

　　該当事項はない。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 302,349,449 － 7,000 － 1,750

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてい

る。

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 628,600 － －

完全議決権株式（その他） 301,562,800 3,015,628 －

単元未満株式 158,049 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 302,349,449 － －

総株主の議決権 － 3,015,628 －

（注）上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式6,000株が含まれている。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数60個が含まれている。

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

日本コークス工業株式会社
東京都江東区豊洲

３－３－３
628,600 － 628,600 0.20

計 － 628,600 － 628,600 0.20

（注）当第１四半期会計期間末現在の自己株式数は、629,000株となっている。

２【役員の状況】

　該当事項はない。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成している。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,510 4,173

受取手形及び売掛金 12,434 8,510

商品及び製品 7,723 9,603

仕掛品 825 1,030

原材料及び貯蔵品 8,719 8,276

その他 2,401 2,809

貸倒引当金 △19 △15

流動資産合計 35,595 34,389

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具 78,069 79,703

減価償却累計額 △48,152 △49,471

機械装置及び運搬具（純額） 29,916 30,231

土地 38,453 38,353

その他 23,402 22,921

減価償却累計額 △14,076 △14,262

その他（純額） 9,325 8,658

有形固定資産合計 77,695 77,243

無形固定資産   

その他 353 375

無形固定資産合計 353 375

投資その他の資産   

その他 6,217 6,240

貸倒引当金 △11 △11

投資その他の資産合計 6,206 6,229

固定資産合計 84,255 83,848

資産合計 119,851 118,237
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 14,922 14,068

短期借入金 29,505 29,720

1年内償還予定の社債 14 14

未払法人税等 993 269

賞与引当金 792 395

関係会社整理損失引当金 387 387

受注損失引当金 1 6

その他 11,586 6,789

流動負債合計 58,203 51,651

固定負債   

社債 58 58

長期借入金 8,553 14,096

退職給付に係る負債 4,423 4,417

役員退職慰労引当金 54 54

環境対策引当金 3,003 3,003

事業整理損失引当金 319 300

その他 1,401 1,354

固定負債合計 17,814 23,284

負債合計 76,017 74,936

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,000 7,000

資本剰余金 1,750 1,750

利益剰余金 35,468 34,932

自己株式 △106 △106

株主資本合計 44,111 43,575

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 51 58

繰延ヘッジ損益 △142 △147

為替換算調整勘定 140 148

退職給付に係る調整累計額 △260 △254

その他の包括利益累計額合計 △211 △194

非支配株主持分 △67 △79

純資産合計 43,833 43,301

負債純資産合計 119,851 118,237
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 23,512 21,768

売上原価 20,982 19,419

売上総利益 2,529 2,349

販売費及び一般管理費 1,437 1,434

営業利益 1,091 915

営業外収益   

受取配当金 11 62

その他 81 28

営業外収益合計 93 91

営業外費用   

支払利息 149 122

為替差損 － 81

その他 190 123

営業外費用合計 340 327

経常利益 844 678

特別利益   

固定資産売却益 17 63

関係会社株式売却益 0 46

その他 0 0

特別利益合計 17 110

特別損失   

固定資産除却損 69 256

その他 15 29

特別損失合計 84 285

税金等調整前四半期純利益 777 502

法人税、住民税及び事業税 122 252

法人税等調整額 102 △106

法人税等合計 225 146

四半期純利益 552 356

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
5 △12

親会社株主に帰属する四半期純利益 546 368
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 552 356

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1 7

繰延ヘッジ損益 △29 △4

為替換算調整勘定 22 7

退職給付に係る調整額 26 6

その他の包括利益合計 21 16

四半期包括利益 574 373

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 568 385

非支配株主に係る四半期包括利益 5 △12
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　　　　該当事項はない。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。)、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更している。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更している。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から

非支配株主持分への表示の変更を行っている。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及

び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っている。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用している。

　これによる損益に与える影響はない。

 

（会計上の見積りの変更）

　　　　該当事項はない。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はない。

 

（追加情報）

　　　　該当事項はない。

 

EDINET提出書類

日本コークス工業株式会社(E00030)

四半期報告書

12/19



（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対し、債務保証を行っている。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

㈱三井三池製作所 150百万円 ㈱三井三池製作所 131百万円

ひびき灘開発㈱ 110 ひびき灘開発㈱ 110

    

計 260 計 241

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

―――――― ――――――

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 1,659百万円 1,721百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

１．配当に関する事項

　配当金支払額

　　（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 905 3.00 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はない。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

１．配当に関する事項

　配当金支払額

　　（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 905 3.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はない。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

　　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注１）
合計額

調整額

（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）
 コークス事業 燃料販売事業

総合エンジニ
アリング事業

計

売上高         

(1)外部顧客への

売上高
13,741 7,126 1,215 22,083 1,428 23,512 － 23,512

(2)セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － 293 293 31 325 △325 －

計 13,741 7,126 1,509 22,377 1,459 23,837 △325 23,512

セグメント利益又は

損失（△）
1,002 535 △162 1,375 76 1,452 △360 1,091

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運輸荷役事業、不動産販

売・賃貸事業等を含んでいる。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△360百万円は、セグメント間取引消去４百万円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△365百万円である。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費である。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

　　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注１）
合計額

調整額

（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）
 コークス事業 燃料販売事業

総合エンジニ
アリング事業

計

売上高         

(1)外部顧客への

売上高
12,069 6,354 2,016 20,440 1,328 21,768 － 21,768

(2)セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － 275 275 58 333 △333 －

計 12,069 6,354 2,291 20,715 1,386 22,102 △333 21,768

セグメント利益 620 569 48 1,238 9 1,248 △332 915

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運輸荷役事業、不動産販

売・賃貸事業等を含んでいる。

２．セグメント利益の調整額△332百万円は、セグメント間取引消去３百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△336百万円である。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

る。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

EDINET提出書類

日本コークス工業株式会社(E00030)

四半期報告書

15/19



（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 １円81銭 １円22銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
546 368

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する

　四半期純利益金額（百万円）
546 368

　普通株式の期中平均株式数（株） 301,722,629 301,720,593

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はない。
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２【その他】

　該当事項はない。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２７年８月１２日

日本コークス工業株式会社

　　　　取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内田　英仁　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水野　友裕　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山村　竜平　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本コークス

工業株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２７

年４月１日から平成２７年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年６月３０

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本コークス工業株式会社及び連結子会社の平成２７年６月３０日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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